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 当事業所はご契約者に対して指定認知症対応型共同生活介護サービスを提供します。事業

所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次のとおり説明し

ます。 

＊ご入居の条件 

① 八峰町の方 

② 要介護１～５の方 

③ 認知症と診断されている方 （医師の診断書、主治医意見書の記載） 

 

１ 事業主体 

事業主体(法人名) 
（ふりがな）  かぶしきがいしゃ  しょうほうえん 

株式会社  松 峰 園 

法 人 所 在 地 
〒０１６－００１４ 

秋田県能代市落合字上前田１４９番地１ 

事業主体の連絡先 

電話番号 ０１８５－８８－８２４４ 

FAX 番号  ０１８５－８８－８２５５ 

ホームページアドレス https://www.shouhouen.co.jp/ 

代 表 者 氏 名 代表取締役  内野 順治 

設 立 年 月 日 平成１７年 ５月２５日 

事業主体が実施する

他の介護サービス 

認知症対応型通所介護事業（GH 共用型） 

通所介護事業（第 1 号通所事業（通所型サービス）含） 

短期入所生活介護事業（介護予防含） 

居宅介護支援事業（介護予防支援事業含） 

有料老人ホーム 

小規模多機能型居宅介護事業（介護予防含） 

特定施設入居者生活介護事業（介護予防含） 

 

 

２ 事業所の概要 

事業所の名称 グループホーム松峰園 

事業所の種類 認知症対応型共同生活介護 

開設年月日 平成１７年 ７月１５日 

介護保険事業者 
指 定 番 号 

事業所番号  ０５７２２１２６７８ 

事業所の所在地 
〒０１８－２５０１ 

秋田県山本郡八峰町峰浜水沢字下カッチキ台４１－５８ 

事業所の連絡先 

電話番号 ０１８５－７０－３２００ 

FAX 番号  ０１８５－７０－３２５０ 

Ｅメールアドレス syo-ho-en.3200@abelia.ocn.ne.jp 

https://www.shouhouen.co.jp/
mailto:syo-ho-en.3200@abelia.ocn.ne.jp
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ホームページアドレス https://www.shouhouen.co.jp/ 

事業所の管理者 氏名  三浦 幸美 

事業の目的 

認知症状のある方々や、認知症状だけでなく身体的な障害や疾病を

併せ持っている方々が、専門的知識を有した職員等の適切な関わりに

よって、認知症があっても病気があっても、その人らしく安心して生

活していけるように支援していきます。 

運 営 方 針 

ご高齢の方々の介護を行うということは、常に「最期の時｣というこ

とを意識せずには、介護が成り立たないと考えます。また、認知症と

いう病気は、普通に家で暮らしたいという思いに対し、大きく立ちは

だかるものだと考えます。 私達は、目の前に居る方々が、松峰園で

ずっと暮らしたいと考えてくださるならば、「第２の家」としてその

思いを叶えられるように努力します。主治医、訪問看護の看護師、薬

剤師等医療関係者より指導を受けながら安楽な生活ができるように

対応します。また認知症により生じる暮らしにくさに対しては、精神

科医より指導を受け、状態の正しい把握に努め、必要ならば安全な薬

の使用を心がけます。私達の目の前にいる方々は、認知症の高齢で病

気があり障害がある方々ですが、長い年月を過ごし、さらに現在を活

き活きと過ごしているということを感じとり、本人の持つ強さを大事

にし、ともに暮らしていきたいと考えます。                            

 
 
３ 建物、設備の概要 

敷 地 面 積 ３，３０５㎡ 

建 物 概 要 構造：木造鋼板葺平屋建   延べ床面積：４９９．５５㎡ 

ユニット数 ２ユニット（Ａ棟、Ｂ棟） 

主な設備の概要 

居  室 １ユニット９室  １室あたり面積９.９４㎡（約６畳） 

共

有

部

分 

食堂兼談話室 Ａ棟１室 ４６．３７㎡   Ｂ棟 1 室 ３９．７５㎡ 

浴室 ２室   ４．３７㎡ 

トイレ・洗面 （大）２室 ７．８２㎡  （小）２室 ６．６２㎡ 

消防設備・防災設備

等の概要 

火災受信機 火災報知機 消火器具 自動火災通報装置 

スプリンクラー 非常出口誘導灯 等 

 

 

４ サービス提供時間および営業時間 

サービス提供時間 ２４時間体制  営業時間 ２４時間 

日中の生活時間帯 ６:００～２１:００ 

利 用 定 員 １８名  １ユニット９名（Ａ棟９名、Ｂ棟９名） 

https://www.shouhouen.co.jp/
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５ 職員体制                         

従業員の職種 常勤 非常勤 
兼務 

（再掲） 
職務内容・備考 

管理者 １名 名 １名 管理業務（介護員と兼務） 

計画作成担当 １名 名 １名 
計画作成・相談業務（介護員と兼務） 

＊1 名は介護支援専門員  

看護職員 １名 名 名 健康チェック等の医務業務、日常生活介護 

介護職員 １０名 ３名 ２名 
日常生活の介護・支援 

食事の調理および提供 
※認知症デイサービスを実施する日は、デイサービス担当を含めた介護員の配置をします。 
（営業日：火・木・土曜日） 

 

 

 ≪勤務体制１ユニット≫ 

時間帯 職 員 配 置 

日中の生活時間帯 

・介護職員１人以上 

・６：００～２１：００の間に、入居者延べ２４時間以上 

 の介護職員を配置します。 

夜間および深夜の時間帯 ・１人（夜勤者） 

 

 

６ サービス内容 

介護保険の給付対象となるサービス 

 以下のサービスについては、利用料金の９割（一定以上所得のある方は８割または７割）

が介護保険から給付され、入居者の自己負担は費用全体の１割～３割（負担割合に応じた額）

の金額となります。 

 

提供するサービスの内容について 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

認知症対応型共同生

活介護計画の作成 

1 サービスの提供開始時に、入居者の心身の状況、希望及びその置

かれている環境を踏まえて、地域における活動への参加の機会の

確保等、他の介護事業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達

成するための具体的なサービス内容を記載した認知症対応型共同

生活介護計画を作成します。 

2 入居者に応じて作成した介護計画の内容について、入居者及びそ

の家族に対して、説明し同意を得ます。 

3 認知症対応型共同生活介護計画を作成した際には、当該認知症対

応型共同生活介護計画を入居者に交付します。 

4 計画作成後においても、認知症対応型共同生活介護計画の実施状

況の把握を行い、必要に応じて介護計画の変更を行います。 
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食   事 

1 入居者ごとの栄養状態を定期的に把握し、身体機能低下に結びつ

く低栄養を防ぐように努めます。 

2 摂食・嚥下機能、その他入居者の身体状況、嗜好を考慮した食事

提供します。 

3 季節感や郷土色のある食事を提供します。 

日

常

生

活

の

援

助 

食事の介助 1 食事の提供及び介助が必要な利用者に対して、介助を行います。 

入浴の提供及び

介助 

1 １週間に 2 回以上、事前に健康管理を行い、適切な方法で入浴の

提供又は清拭（身体を拭く）、洗髪などを行います。 

2 座位のとれない方には、ストレッチャーバス等での入浴を提供し

ます。 

排せつ介助 
介助が必要な利用者に対して、自立支援を踏まえ、トイレ誘導やおむ

つ交換を行います。 

着替え・整容等 

1 生活リズムを考え、毎朝夕の着替えのほか、必要時に着替えを行

います。 

2 個人の尊厳に配慮し、適切な整容が行われるように援助します。 

3 シーツ交換は定期的に週１回行い、汚れている場合は随時交換し

ます。 

移動･移乗介助 
介助が必要な利用者に対して、室内の移動、車いすへ移乗の介助を行

います。（車いすは、事業所でご用意します） 

服薬介助 
介助が必要な利用者に対して、配剤された薬の確認、服薬の介助、服

薬の確認を行います。 

自立支援を目指した

援助 

上記の生活の援助は、自立支援の考え方を基本とします。入所者の

方々の状態把握に努め、より適切な援助を行います。 

重度化防止を目指し

たアクティビティ 

1 運動や音楽、読書や絵画、方言遊びや、カルタ、散歩、山菜の皮

むきや買い物やドライブ等々、入居者の方々が主体となるように手

作りのアクティビティを提供します。 

2 心身を楽しく、意識的に動かすことによって、身体機能の維持を

図ります。 

健康管理 

1 入居前の主治医をそのまま継続することが可能です。 

2 受診等の負担を軽減するために、往診体制のある協力医療機関へ

の変更も可能です。 

3 受診は、職員が付き添います。 

4 協力薬局で、薬の重複や副作用について管理を受けております。 

その他 

1 入居者と職員がともに良好な人間関係と家庭的な生活環境の中

で、日常生活が過ごせるよう、努めます。 

2 入居者・家族が必要な行政手続き等を行うことが困難な場合、同

意を得て代わって行います。  

3 常に入居者の心身の状況や置かれている環境等の的確な把握に努

め、相談に応じるとともに、必要な支援を行います。 

4 家族と連携を図り、入居者と家族との関係が継続しやすいように

支援します。 
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７利用料金 

（１）介護保険給付サービス利用料金 

利用料金は、要介護度に応じて定められた金額（「厚生労働大臣が定める基準」、省令によ

り変更あり）によるものとし、本人支払額は『介護保険負担割合証』の利用者負担割合に応

じて、異なります。 

 

保険給付サービス料金 令和 8 年 4 月改定 

介護度 
共同生活介護Ⅱ （1 日・30 日あたり） 

１割 ２割 ３割 

要介護１ ７５３円 （２２,５９０円） １,５０６円 （４５,１８０円） ２,２５９円 （６７,７７０円） 

要介護２ ７８８円 （２３,６４０円） １,５７６円 （４７,２８０円） ２,３６４円 （７０,９２０円） 

要介護３ ８１２円 （２４,３６０円） １,６２４円 （４８,７２０円） ２,４３６円 （７３,０８０円） 

要介護４ ８２８円 （２４,８４０円） １,６５６円 （４９,６８０円） ２,４８４円 （７４,５２０円） 

要介護５ ８４５円 （２５,３５０円） １,６９０円 （５０,７００円） ２,５３５円 （７６,０５０円） 

 

加算料金     

 加算項目 

金額 

算定内容 
１割 ２割 ３割 

 初期加算 ３０円 ６０円 ９０円 

入居後３０日間に限り、１日につき３０
円加算されます。医療機関に１カ月以上
入院した後、退院して再入居した場合も
加算されます。 

○ 
サービス提供体制

強化加算Ⅰ 
２２円 ４４円 ６６円 

１日につき２２円加算されます。 
介護職員のうち、勤続１０年以上の介護
福祉士を２５％以上の割合で配置の場
合。 

○ 
医療連携体制加算 

Ⅰロ 
４７円 ９４円 １４１円 

看護職員を常勤換算で１名以上配置の場
合で、訪問看護ステーションの看護師と
の連携により、２４時間連絡できる体制
を確保し、かつ、重度化した場合の対応
に係る指針を定め、利用者又はその家族
等に対して、当該指針の内容を説明し、
同意を得ている場合に算定されます。 

○ 
医療連携体制加算 

Ⅱ 
５円 １０円 １５円 

医療連携体制加算Ⅰを算定し、かつ、 
医療的ケアが必要な入居者が前３か月
間において１人以上いる場合。（※） 

○ 
介護職員等処遇 

改善加算Ⅰロ 

(所定単位数×２２．８％） 
×負担割合 

介護現場で働く方の処遇改善を行い人
材確保に努め、 良質なサービス提供を
続けることができるようにするための
取り組みです。各算定要件を満たしてい
る場合に算定されます。 
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○ 
口腔衛生管理 

体制加算 
３０円/月 ６０円/月 ９０円/月 

１月につき３０円加算されます。 

歯科医師、又は歯科医師の指示を受けた
歯科衛生士より、口腔ケアに係る技術的
助言及び指導を月１回以上受ける体制
を整え、実施した場合に算定いたしま
す。 

 
退居時相談援助 

加算 
４００円/月 ８００円/月 １,２００円/月

１回限度として、４００円加算されま
す。 

退居時にご本人及びその家族に対して、
退居後の居宅サービス等について相談
援助を行い、居宅地の市町村等に対して
必要な情報を退居日から2週間以内に提
供した場合に限ります。 

 
退居時情報提供 

加算 
２５０円/月 ５００円/月 ７５０円/月 

１回限度として、２５０円加算されます。 

医療機関へ入院時等に、入居者等の同意
を得て、心身の状況、生活歴等を示す情
報を提供した場合。 

○ 
協力医療機関 

連携加算 
１００円/月 ２００円/月 ３００円/月 

協力医療機関との間で、入居者等の同意
を得て、病歴等の情報を共有する会議を
定期的に開催している場合。 
 
（※）入居者等の病状が急変した場合等
に、相談対応を行う体制が常時確保され、
診療の求めがあった場合においても、診
療を行う体制を常時確保している協力医
療機関の場合。 

 
協力医療機関 

連携加算 
４０円/月 ８０円/月 １２０円/月 

協力医療機関との間で、入居者等の同意
を得て、病歴等の情報を共有する会議を
定期的に開催している場合。 
 
上記（※）以外の協力医療機関の場合 

○ 
高齢者施設等感染

対策向上加算Ⅰ 
１０円/月 ２０円/月 ３０円/月 

第二種協定指定医療機関および協力医療
機関等との間で、感染症の発生時等の対
応を取決め連携し適切に対応している場
合。 
医療機関又は地域の医師会が定期的に行
う院内感染対策に関する研修または訓練
に年 1 回以上参加している場合 

○ 
高齢者施設等感染

対策向上加算Ⅱ 
５円/月 １０円/月 １５円/月 

診療報酬における感染対策向上加算に係
る届出の医療機関から、３年に１回以上
施設内で感染者が発生した場合の感染制
御等に係る実地指導を受けている場合  

○ 
生産性向上推進 

体制加算Ⅱ 
１０円/月 ２０円/月 ３０円/月 

見守り機器等のテクノロジーを 1 つ以上
導入しており、生産性向上ガイドライン
に基づいた改善活動、委員会の開催を継
続的に行っている場合。 
1 年以内ごとに１回、業務改善の取組に
よる効果を示すデータの提供を行う場
合。 

 看取り介護加算 

７２円 １４４円 ２１６円 （対象者のみ）１日につき算定されます。 
   ７２円（死亡日 45 日前～31 日前） 

１４４円（死亡日 30 日前～ 4 日前） 
６８０円（死亡日前々日、前日） 

１,２８０円（死亡日）に算定されます。 

１４４円 ２８８円 ４３２円 

６８０円 １，３６０円 ２，０４０円 

１，２８０円 ２，５６０円 ３，８４０円 
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・医療連携体制加算（Ⅱ） （※）医療的ケアが必要な入居者とは 

  （1） 喀痰吸引を実施している状態 

  （2） 経鼻胃管、胃ろう等経腸栄養が行われている状態 

  （3） 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態 

  （4） 中心静脈注射を実施している場合 

  （5） 人工腎臓を実施している場合 

  （6） 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態 

  （7） 人工膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態 

 （8） 褥瘡に対する治療を実施している状態 

  （9） 気管切開が行われている状態 

  （10）留置カテーテルを使用している場合 

  （11）インスリン注射を実施している状態 

  

＊1 月あたりの介護保険給付サービスの自己負担額             （30 日あたり） 

介護度 算定される項目 １割 ２割 ３割 

要介護１ ・生活介護費Ⅱ 

・医療連携体制加算Ⅰロ + Ⅱ 

・サービス提供体制強化加算Ⅰ 

・高齢者施設等感染対策向上加算 

Ⅰ+Ⅱ 

・協力医療機関連携加算 

・口腔衛生管理体制加算 

・生産性向上推進体制加算Ⅱ 

・介護職員等処遇改善加算Ⅰロ 

３０,６５７円 ６１,３１４円 ９１,９７１円 

要介護２ ３１,９４６円 ６３,８９２円 ９５,８３８円 

要介護３ ３２,８３１円 ６５,６６２円 ９８,４９３円 

要介護４ ３３,４２０円 ６６,８４０円 １００,２６０円 

要介護５ ３４,０４６円 ６８,０９２円 １０２,１３８円 

個別に算定される加算は含まれておりません 

 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス利用料金（その他の費用） 

  以下のサービスについては、利用料金の全額がご利用者の負担となります。 

 日額 
月額 

（30 日あたり） 

外泊-入院時 

の費用負担 
 

家 賃 ６００円 １８，０００円 あり  

食材費 １，２６０円 ３７，８００円 なし  

運営管理費 ５４５円 １６，３５０円 なし 光熱費、衣類洗濯代、事務費等 

リネン費 ７０円 ２，１００円 なし 寝具、寝具クリーニング 

１ヶ月合計 ２，４７５円 ７４，２５０円  

 その他日常生活において必要となるもの（実費） 
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＊ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったん

お支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が、介護保険か

ら払い戻されます（償還払い）。償還払いとなる場合、ご利用者が保険給付の申請を行うた

めに必要となる事項を記載した『サービス提供証明書』を交付します。 
 

＊介護保険から給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご利用者の負担額を

変更します。 

 

＊ご希望により、入居中に必要な日用品類を組み合わせた『入居セット』のご利用もできま

す。 

 

 

（３） 利用料金の支払い方法 

利用料、その他 

の費用の請求 

利用料、その他の費用はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの

合計金額により請求いたします。請求書は、利用月の翌月１５日頃ま

でにお渡しいたします。 

利用料、その他 

の費用の支払い 

利用月の翌月末日までに、以下の方法によりお支払いください。 

お支払いを確認後、領収書を発行いたしますので、大切に保管して

ください。 
 

ア）事業者指定口座への振り込み 

イ）口座振替 
    毎月２０日（銀行休業日の場合は翌営業日）  

利用可能金融機関（・秋田銀行・北都銀行・ゆうちょ銀行） 

事前手続きがありますので、事業所までお申込みください。 
 

 

 

８ 衛生管理等 

衛生管理に 

ついて 

１）サービス提供の際に使用する事業所、食器その他備品等又は飲用

に供する水に ついて、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措

置を講じます。 

２）必要に応じて、保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接

な連携に努めます。 

３）事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次に掲

げる措置を講 じます。 

①事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討

する委員会をおおむね 6月に 1 回以上開催するとともに、その結果

について、従業員に周知徹底しています。 

②事業所における感染症の予防及びまん延のための指針を整備して

います。 

③従業員に対し、感染症及びまん延防止のための研修及び訓練を定期

的に実施します。  
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９ 事故発生時及び緊急時の対応方法 

事故発生時 

の対応方法 

当事業所が利用者に対するサービスの提供により、事故が発生し

た場合は、速やかに利用者の家族・市町村等に連絡を行うとともに、

必要な措置を講じます。また、利用者に対するサービスの提供によ

り、賠償すべき事故が発生した場合には、加入している損害補償保

険により損害賠償を速やかに行います。 

事故については、事業所として事故の状況・経過を記録し、生じ

た原因を解明し、再発防止のための対策を講じます。 

緊急時の 

対応方法 

 サービス提供中に、利用者に病状の急変その他必要な場合には、

速やかに利用者の主治医及び家族へ連絡を行うとともに必要な措

置を講じます。主治医との連絡及び指示が得られなかった場合に

は、あらかじめ事業所が定めた協力医療機関へ連絡するとともに受

診等の適切な処置を講じます。 

損害賠償責任 
保険の加入先 

あいおい損害保険 

緊急時等の連絡先 別紙、緊急時連絡表のご記入をお願いします。 

 

 

１０ 協力医療機関等 

八峰町営診療所 
（内科） 

所在地：八峰町峰浜水沢 116-1     電話：0185-76-3813 

能代厚生医療センター 
（総合・救急）  ※第二種協定指定医療機関 

所在地：能代市落合字上前田地内    電話：0185-52-3111 

能代病院 
（内科・呼吸器科・循環器科） 

所在地：能代市大手町 4-1       電話：0185-52-6331 

白坂内科胃腸科医院 
（内科・胃腸科・代謝内科） 

所在地：能代市東町 14-3        電話：0185-54-6624 

地域医療機能推進機構 

秋田病院 

（総合）   ※第二種協定指定医療機関 

所在地：能代市緑町 5番 22 号      電話：0185-52-3271 

後藤内科医院 
（内科・消化器内科） 

所在地：能代市大瀬儘下 6-52       電話：0185-55-0500 

平野医院 
（内科） 

所在地：能代市日吉町 6-31       電話：0185-54-3181 

八峰町営歯科診療所 所在地：八峰町峰浜水沢字稲荷堂後 116 電話：0185-76-3291 

鈴木歯科医院 所在地：能代市上町 10番 23       電話：0185-54-6630 

まもる歯科クリニック 所在地：能代市西通町 2-44       電話：0185-88-8989 

みなみ歯科 所在地：能代市河戸川大須賀 52-3    電話：0185-52-8117 

皆川薬局 
所在地：八峰町峰浜水沢字稲荷堂後 120 番地 6 

電話：0185-76-2199 

JCHO 秋田病院附属訪問

看護ステーション 

所在地：能代市緑町 5番 22 号 

電話：0185-52-1460 
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１１ 非常災害対策 

非常災害対策  

事業所のサービス提供中に天災その他災害が発生した場合、職員は利

用者の避難等適切な措置を講じます。また、防火管理者は日常的に具

体的な対処方法、避難経路及び協力機関等との連携方法を確認し、災

害時には避難等の指揮をとります。 

消防計画 
消防署の指導の下、防火管理者（日景崇善）をおき、計画を定めます。

（定めは別記） 

避難・救出訓練 

（火災の避難訓練） 年２回火災を想定した総合訓練を行います。 

（地震の避難訓練） 年２回地震を想定した避難訓練を行います。 

＊その他の非常災害時の対応訓練として、大雨、巨大台風、停電等 

非常時を想定した訓練を行います。 

 
訓練の実施にあたっては、地域住民の参加が得られるように連携に 

努めます。    

 

 

１２ 業務継続計画の策定等 

 業務継続計画 

の策定等  

１.感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する認知症対応

型通所介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制

で早期の業務再開を図るための計画（以下、「業務継続計画」と

いう）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

２.事業所は、従業員に対し、業務継続計画について周知するととも

に、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。 

３.事業所は、定期的に業務継続計画に見直しを行い、必要に応じて

業務継続計画の変更を行います。 

 

 

１３ 秘密の保持と個人情報の保護・取り扱い 

利用者及びその家

族に関する秘密の

保持について 

事業者及び事業所の従業員は、サービス提供をするうえで知り得た

利用者及びその家族に関する秘密を正当な利用なく、第三者に漏らし

ません。 

 この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後も継続

します。 

従業員に対する秘

密の保持について 

就業規則にて、従業員は業務上知り得た利用者及びその家族に関す

る秘密を保持する義務を規定しています。 

また、従業員でなくなった後も、秘密を漏らすことがないよう誓約

書を提出しています。 
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個人情報の保護・ 

取り扱いについて 

  

利用者の個人情報を含認知症対応型共同生活介護計画書、各種記録

等については、関係法令及びガイドライン等に基づき個人情報の保護

に努めるものとします。 
 

・従業員は、利用者に医療上、緊急の必要がある場合には医療機関等に利用

者に関する心身等の情報を提供するものとします。また、他の介護事業

者等との連携を図るなど正当な理由がある場合には、事前に同意を得た

上で、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する情

報を用いることができるものとします。 

 

 

１４ 身体的拘束等について 

身体的拘束等 

の禁止 

事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するた

め緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等その他利用者の行動を制

限する行為（以下「身体的拘束等」といいます）を行いません。 

緊急やむを得な

い場合の検討 

緊急やむを得ない場合とは、自傷他害等のおそれがある場合など、利

用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられる

ときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意

して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。 
 

・切迫性； 当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさ 

らされる可能性が著しく高い場合                  

・非代替性；身体的拘束等を行う以外に代替する介護方法がないこと 

・一時性； 身体的拘束等が一時的であること              
 
以上の要件をすべて満たす状態であるか管理者、計画作成担当者、看

護職員、介護職員で検討会議を行います。個人では判断しません。 

家族への説明 

緊急やむを得ない場合は、利用者の家族に身体的拘束等の内容、目的、

理由、拘束等の時間帯、期間等を、詳細に説明し、同意を文書で得た場

合のみ、その条件と期間内においてのみ行うものとします。 

身体的拘束等 

の記録 

身体的拘束等を行う場合には、上記の検討会議録、利用者の家族への

説明、経過観察や再検討の結果等を記録します。 

再検討 

身体的拘束等を行った場合には、日々の心身の状態等の経過観察を行

い、拘束の必要性や方法に関する再検討を行い、要件に該当しなくなっ

た場合は、直ちに身体的拘束等を解除します。また、一時的に解除して

状態を観察する等の対応も考えます。 

取り組み 

身体的拘束等をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

・身体的拘束等の適正化のための指針を整備しています。 

・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を 3 月に 1 回以

上開催し、その結果を介護職員その他従業員にも周知します。 

（運営推進会議で報告、評価、助言等行います） 

・介護職員その他従業員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施します。 
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１５ 高齢者虐待防止について 

（１）事業者は利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措

置を講じます。 
 

① 研修等を通じて、従業員の人権意識の向上や知識や技術の向上に努めます。 

② 個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。 

③ 従業員が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業員が利用 

者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。また、適切に実施するための担当

者をおきます。 

④ 成年後見制度の利用を支援します。 

⑤ 苦情解決体制を整備しています。 

⑥ 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果に 

ついて、従業員に周知徹底を行います。 

⑦ 虐待防止の指針を整備し、必要に応じ見直しを行います。 

 

（２）事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業員または養護者（利用者の家族等高齢

者を現に擁護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やか

に、これを市町村に通知します。 

 

 

１６ 運営推進会議の設置・概要、地域との連携 

 当事業所では、認知症対応型共同生活介護の提供にあたり、サービスの提供状況について

定期的に報告すると共に、その内容等についての評価、要望、助言を受けるため、下記のと

おり運営推進会議を設置しています。 

≪運営推進会議≫ 

構 成 ： 利用者、利用者家族、地域住民の代表者、地域を管轄する地域包括支援セン 

ター職員または市町村職員、福祉事業についての知見を有する者 

開 催 ： おおむね２ヵ月に１回以上開催 

会議録 ： 報告・評価・要望・助言等について記録作成をするとともに、当該記録を 

公表します。 

 運営にあたっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地域との

交流に努めます。 

 

 

１７ サービス内容に関する相談・苦情 

事業所苦情 

相談窓口 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

窓口責任者 三浦 幸美  

連 絡 先 ０１８５－７０－３２００ 

受付時間 月曜日～金曜日（ＡＭ８:３０～ＰＭ５:３０） 

また、苦情受付箱を事業所の玄関に設置しています。 
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公的機関苦情 

相談窓口 

・秋田県健康福祉部長寿社会課   ０１８－８６０－１３６３ 

・秋田県国民健康保険団体連合会  ０１８－８８３－１５５０ 

・八峰町役場           ０１８５－７７－２１１１ 

・三種町役場           ０１８５－８５－２２４７  

 
 
 

１８ 第三者評価の実施状況 
事業所で提供しているサービスの内容や課題等について、第三者の観点から評価を行っ

ています。 

実施した直近の年月日 2026/1/30 

第三者評価機関名 秋田県社会福祉事業団 

評価結果の開示状況 ＷＡＭ ＮＥＴ、施設内掲示、ご家族へ郵送、 

 
 
１９その他運営に関する重要事項 

サービス提供 

の記録 

①指定認知症対応型共同生活介護等を提供した際には、提供した具

体的なサービス内容等の記録を行うこととし、その記録はサービ

ス提供の日から５年間保存します。 

②利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及

び複写物の交付を請求することができます。 

③入居に際して入居年月日及び事業所名称を、退居に際して退居年

月日を介護保険被保険者証に記載いたします。 

重要事項説明書等

の交付、同意等の 

方法 

① 重要事項説明書等の交付、説明、同意、承諾、締結その他これ

らに類するもの（以下、「交付等」という）について、書面での交

付等に代えて、電磁的方法によることができるものとします。 

② 電磁的方法での交付等は、事前に利用者等の承諾を得た上で行

います。 

その他 

事業所の取組み等 

・職員の子育て支援の一環として、出勤時間等を配慮しています。

職員が働きやすく、定着率の高い職場にすることが、良いケアに

つながっていくものと考え取り組んでいます。 

 

・職員の資質向上を図るため、教育体制・研修への参加の機会を計

画的に設けて、より良いサービスを提供できるように取り組んで

います。 
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【重度化した場合における（看取り）指針】 
１，看取り看護・介護を行う事業施設 
 （株）松峰園 グループホーム 松峰園 
 
２，ターミナルケアについての基本理念 

入所者の重度化に伴い、終末期を終の住処として看取りの介護を希望された方に対し、看取り

介護を行うために必要な「医療」「人」「介護空間」を提供し、具体的には、医療連携体制（医療

と施設とのオンコール）を実施し、適切な介護空間において、身体的および精神的ケアや、痛み

や苦痛を緩和する介護技術を獲得した看護・介護職員による看取り介護を、可能な限り住み慣れ

た施設で受けることができるように最大限に努め、これらを持って尊厳あるターミナルケアを目

指します。 
 

３，看取り介護の具体的支援内容 
① 身体状況の変化の把握 

各職種からの情報収集により、食事摂取状況や日常生活動作、バイタルサインの確認など

により早期の発見と対応に努める。 
② 各職種（介護支援専門員・医師・看護師・介護職・栄養士などの参加によるカンファレン

スを開催して介護・看護について計画書の修正あるいは変更を行う。 
③ 主治医より、病状の説明を行い、今後の治療方針（インフォームドコンセント）と、希望

する終末期をイメージする支援を行う（病院で可能な限りの延命治療を受けたい。もしく

は施設において看取り介護を決定する） 
 ＊ 医療機関に入院することを希望された場合は、入院に向けた支援を行うと同時に、入院期

間中における居住費等について明確にする。 
④ ご本人とご家族の意向を踏まえ、ターミナルに向けてプランを作成する。 

身体的ケア 
：医療体制、点滴・酸素吸入が必要とされる場合の確認とその他の医療処置の確認を行う。 
：栄養と水分量の確保（食べる楽しみをどこまで維持し支援できるか） 
：清潔（口腔ケア・入浴・部分浴・清拭・必要な被服の更衣や寝床空間の清潔を含む） 
：排泄（尿意便意のある方に対する適切な排泄ケアと便秘に関する調整など） 

精神的ケア 
：疼痛ケア 
：コミュニケーション（感情の表出を助ける）を重んじる。 
：環境整備（ご本人の趣味の物を置くなどの生活空間、またはプライバシーの確保・室温空

調などに関して配慮する） 
 

＊ ご家族に対しての支援（精神面や負担感に配慮しながら、十分に看取りの介護に精神面で参

加していただけるような支援を行う）談話室・宿泊や付き添いに関する支援。 
⑤  看取り介護の同意と同意書作成（別紙参照） 
⑥  看取り介護の取り組みと実施。変化する状態に応じた介護・看護についての計画書の修

正と変更を行い、ご家族・ご本人へ説明と同意を得る（記録の整備） 
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⑦ 臨終時と死後の対応（エンゼルケアその他死装束などの準備・死亡診断書の作成 
・葬儀に関する情報提供・遺留品の引き渡しについての検討を行う） 

 
４，看取り介護の開始時期について 

 看取り介護の開始は、医師により、医学的知見において、回復の見込みがないと判断し、

ご家族・ご利用者に病状説明および判断内容について説明を行い、利用者、もしくはご利

用者の意思を代弁できる者が終末期を当該施設で過ごすことの同意を受けて実施するもの

とする。 
  

５，施設における医療連携体制について 
２４時間オンコール連絡ルートを明確にし（看護師との連携体制）それら理解を助ける体

制マニュアルを整備する。 
 

６，全職員が、看取り介護に関する共通認識を持ち、一定の研修を設ける。 
 ：ターミナルケアの実践に係る知識と理解 
 ：苦痛に関する緩和ケア・精神的ケア 
 ：ターミナル期の介護方法および技術 
 ：緊急時対応、および急変時の連絡ルートの理解 
 ：報告・記録の整備 
 ：インフォームドコンセントについて 
 ：状態観察（バイタルチェックなど）死の看取り 
 ：エンゼルケア 

：死亡診断書について、手続き等に関する理解 
：儀礼上の留意事項 
：葬儀に関する情報提供について 
：遺留品・金品の引き渡し事項について 
 

７，入院・外泊期間中における居室確保と居住費などの取り扱いを重要事項説明書に記載す

る。 
８，責任者を明確にする。 
 総括担当責任者；代表取締役 夜間および緊急時連絡の責任者；管理者を明示する。 
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緊急時連絡票 
 

ふ り が な  

利 用 者 氏 名 様  （ 男 ・ 女 ） 

◆ 家族等のご連絡先（記入上位者を優先して連絡します） 

① 
氏  名 様 （続柄      ） 

住  所 

電話番号 

 

 

② 
氏  名 様 （続柄      ） 

住  所 

電話番号 

 

 

③ 
氏  名 様 （続柄      ） 

住  所 

電話番号 

 

 
 

かかりつけ医 
 （主治医） 

病院・医院名： 

電話番号：         （主治医         ） 

病院・医院名： 

電話番号：         （主治医         ） 

緊急時搬送希望先 
病院名： 

電話番号： 

特  記  
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重要事項説明書の説明年月日 令和  年   月   日 

 
 上記の内容について、指定認知症対応型共同生活介護サービスの提供開始に際し、利用者

及び代理人に対して契約書及び本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

＜事業者＞ 所 在 地  秋田県能代市落合字上前田 149 番地 1 

        事業者名  株式会社 松峰園 

        代表者名  代表取締役 内野 順治  ㊞ 
 
 

＜事業所＞ 所 在 地  秋田県山本郡八峰町峰浜水沢字下カッチキ台 41番地 58 

      事業所名  グループホーム松峰園 

      管理者名     三浦 幸美     

      説明者名                

 

 

私は、契約書及び本書面により、事業者から重要事項の説明を受け、認知症対応型共同生

活介護サービスの利用開始に同意しました。 

令和   年   月   日    

 

＜利用者＞    氏 名                 (署名または押印) 
 

＜利用代理人＞  氏 名              （続柄）          
                              (署名または押印) 

 

【情報提供等についての同意確認】 

私は、以下のとおり、選択した項目の情報提供等に同意します。 

 

□ 重度化した場合の対応に係る指針内容について同意します。 

（ 医療連携体制加算 ） 

□ 協力医療機関に対して、病歴等・健康状況の情報を提供することに同意します。 

（ 協力医療機関連携加算 ） 

□ 退居後に入院する医療機関へ、心身の状況、生活歴等を示す情報を提供することに同

意します。 （ 退居時情報提供加算 ） 

□ 退居時に退居後の居宅地を管轄する市町村等へ必要な情報を提供することに同意し

ます。   （ 退居時相談援助加算 ） 

 

 

以上この証として、契約当事者は本書２通を作成し、記名の上、各１通保有するものとし

ます 
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急変時における医療などに関する意思確認書 
 
 
 私はグループホーム松峰園において、明らかにいつもと状態が違っていたり、身体に変化

が生じている場合、対応について次のとおり希望します。 
 なお、意思確認書はいつでも変更、または撤回できるものとします。 
 
 
 
 
① 救急車要請にて病院へ搬送する    □ 希望する   □ 希望しない 
※状態が悪化した時の対応として、心肺蘇生を行う 
                    □ 希望する   □ 希望しない 
 
 
 
② 入院治療        □ 希望する   □ 希望しない 
※入院中の場合でも、家賃（1 日 600 円）は発生します    □ 同意する 
 
 
 
 
 
 
 
令和  年  月  日 
 
利用者 氏名                
 
身元引受人 住所                       
 
      氏名              続柄       


